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国・地方IT化・BPR推進チーム
国と地方でのＩＴを使った業務改革の推進等のために必
要な、現状の取組状況・方針の把握、課題・問題点の洗い
出し等を行い、実効的な対応策を検討することを目的とし
て、
本年４月に設置。
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国・地方ＩＴ化・ＢＰＲ推進チーム 第一次報告書

国・地方を通じて行政のＩＴ化と業務改革の抜本的な取組を加速化
（３つのテーマでアプローチ）

◎ＩＴを活用した公共サービスの多様化や質の向上を、実感のある形で国民各層に届
け、その利用を促進

◎新たな産業の創造等を通じた経済成長の実現に向けた環境を整備

※今後取りまとめられるサイバーセキュリティ戦略
を踏まえつつ、着実な対策を講ずる

◆推進チームにおけるこれまでの議論を整理するとともに、現時点における今後の目標
及び目標達成に向けた取組スケジュールを含む対応策を提示。

◆主要成果指標(ＫＰＩ)については、各項目において今後施策を推進する中で、必要な検
討を行い、適宜追加・見直し。
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【テーマ１】 マイナンバー・個人番号カード活用によるオンラインサービス改革
【テーマ２】 国の業務改革・ＩＴ化の推進
【テーマ３】 自治体クラウド推進・自治体の業務改革

利用者視点
国民にとって利便性の高い行政の実現

セキュリティ対策
国民の安全・安心が確保されたＩＴ利活用

報告書全文：https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/egov/wg/dai2/siryou1.pdf



ハローワーク

国の業務改革・ＩＴ化の推進
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○ハローワーク、公的年金、国税、登記その他24の府省業務について、国民の利便性向上、行政
サービスの改善、業務の効率化・迅速化等に向けた業務改革を、システム改革と合わせて実施

公的年金 国税 登記等
年金記録問題の再発防止
個人番号を活用して唯一性
を確保、また、制度単位で
あった記録管理を個人単位
に改める

来所原則の見直し
求職登録、求人申込み、職
業紹介等のサービスをオン
ライン化
⇒OCR機器を8割削減

マッチング機能の充実
オンライン化により業務を
効率化し、就職困難者など
「真に支援が必要な利用
者」への窓口での支援等を
充実

・来所・紙を前提とした業務プロセスの見直し
⇒受付のオンライン化、処理の自動化・ペーパレス化

・組織横断でのサービス設計（ワンストップ化等）

国民の利便性向上
（処理時間短縮、ワンス
トップ化等）

利用者サービスの向上
・確定申告手続における添付
書類（住民票）の省略等手
続の簡素化

・オンライン利用推進
⇒スマホ対応等

登記、税務、社会保険等の法
人設立手続の簡素化・迅速化
（企業が活動しやすいビジネ
ス環境の整備）
・法人番号導入を契機に情報
連携を図り、登記事項証明
書の添付省略

・オンライン手続の利便性向
上（社会保険関係手続のワ
ンストップ化など）

利用者サービスの向上
処理の自動化・標準化によ
り厚生年金保険関係届書
（年間1.5億件）の処理期
間を短縮（５日→４日）

業務の効率化
個人番号を活用して法定調
書の名寄せや申告書の突合
業務を効率化し、所得把握
の正確性向上を図る

政府における情報システム全体で▲約920億円/年の削減（現時点）
引き続き運用コスト３割削減に向けて取組を推進中

業務プロセス改革に合わせて機器等を見直し、システムを刷新

①国民・事業者等の利便性の向上、②各府省内の部局間連携、③関係省庁共通的な課題への対応、④地方自治
体との連携、⑤他省庁への横展開等を実現することを目指し、24業務（H27）を対象に業務改革を推進
→ 具体的内容やスケジュール、主要成果指標を検討し「国の行政の業務改革に関する取組方針」反映（7月）

▲155億円/年 ▲251億円/年 ▲93億円/年 ▲84億円/年

【テーマ２】
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政府情報システム改革の実績と今後の取組について

１．これまでの実績

○ 全ての情報システムを対象に中長期改革プランである「政府情報システム改革ロードマップ」を策定。
戦略目標である2018年度までのシステム数半減達成に目途（63％減）。

○ 大規模システムを中心に、サービスの向上と運用コスト削減を目指し、政府ＣＩＯ自ら300回を超えるヒア
リング・レビューを実施。
厚生労働省の年金関連システムについて、年間251億円のコスト削減計画を策定。また、ハローワーク

システムについても、年間155億を超える削減に目途がつくなど、各府省とも鋭意取り組んでいるところ。

２．今後の予定

○ 引き続き大規模システムを中心に、政府ＣＩＯによるレビューを進め、顧客視点での業務改革（ＢＰＲ）まで
踏み込んだ業務・システムの改革を推進しつつ、年間運用コストの３割削減を目指す。

シ
ス
テ
ム
数

・・・

・・・

政府共通プラットフォーム
（PF）に移行するシステム

37.4％
542

1,450

各年度の、左が改定前、右
が改定後の改革ロードマッ
プに基づく数値。
更なる統廃合の推進に向
け見直しを行った結果、PF
に移行しない（府省独自保
有）システムも更に減少して
いる（619→542）。
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（参考）国家公務員ICカードの個人番号カードへの一体化について

発行システム

各府省管理

入退館管理システム

失効情報管理

各府省人事
システム等

発行端末

INSTALL
TOKEN

ゲート

インストール
トークン

失効リスト

各省ばらばらの
発行システムを共通化

新規構築

ICカード
R/W

カードAP DL, 
パーソナライズ

身分証

住基全国セン
ター（J-LIS）

共通発行管理システム

個人番号カードAP
搭載システム

総務省管理
（行管）

府省間データ交換システム
（共通・失効情報管理）

有効・失効
情報連繋

職員情報連繋

〔 現行の発行管理システムは、移行スケジュールに合わせて縮小していく 〕

有効・失効リスト

AP搭載
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